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本工事における公民連携手法及び参加要件(案)

１ 公民連携手法の概要

２ 本工事における発注方式(案)

３ 市が求める参加要件(案)

事業説明会（2022.12.20）

説明内容



１．公民連携手法の概要
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• 公共サービスの提供に何らかの形で民間が参画する手法を幅広く捉えた概念

• 「官(公)民連携」とも呼ばれ、民間資本や民間のノウハウを活用し、行政がこ
れまで担ってきた公共サービスを官と民とが協力しながら、より効率的で質の高
いサービスの提供を目指すもの

（1）PPP（Public Private Partnership）の概念

※内閣府「PPP/PFI手法導入優先的検討規程運用の手引 平成29年1月」より抜粋



１．公民連携手法の概要
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※国土交通省「下水道事業におけるPPP/PFI手法選択のためのガイドライン(案) 平成29年1月」より抜粋

（2）下水道事業において対象とするPPP/PFI手法



２．本工事における発注方式(案)
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■浜田市下水道事業における課題と市が考える解決策

ヒト ・職員数の不足、技術継承の不足
→ 施工管理、維持管理・修繕等に係る民間人材の活用

モノ ・普及率の低下
→ 民間企業のノウハウを活用した浜田処理区事業の早急な整備

カネ ・下水道料金収入の低下、厳しい財政状況
→ 民間企業の創意工夫によるコスト縮減を図った整備

■本工事に係る要件及び発注方式（案）

• 膜分離活性汚泥法には複数の膜の種類等があり、仕様発注で仕様を決める
よりは、民間企業からの提案によるノウハウを活用するのが望ましい

• 施設の維持管理運営は、遠方監視＋現場点検で対応する方針であり、設
計・建設に係る部分のみが対象範囲となる

DB（設計・施工一括発注方式）の採用が有効と判断



３．市が求める参加要件(案)
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■DB発注した場合の参加形態

• 設計・工事監理企業と建設企業で構成された「乙型JV」を想定

※応募グループは、設計・工事監理企業、
建設企業（土木・建築）、機械企業、電
気企業などから構成される乙型ＪＶを想
定している。

※応募グループの代表者（代表企業）は、
建設企業を想定している。

※グループ内の企業は、一企業又は複数企
業を想定している。
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３．市が求める参加要件(案)
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■DB発注した場合の参加形態

• 設計・工事監理企業と建設企業の業務範囲

設 計
工事監理

・調査業務（測量、地質、土壌汚染状況調査等）
・詳細設計業務（全工種）
・関係機関協議
・工事監理業務
・住民説明補助
・本事業に伴う各種申請等の業務
・上記以外で必要な業務

施 工

・浜田水再生センター建設工事
・近隣対応、周辺環境調査対策
・関係機関協議
・住民説明補助
・本事業に伴う各種申請等の業務
・上記以外で必要な業務



３．市が求める参加要件(案)
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■参加者の要件（案）

参加資格要件の詳細は、実施方針(案)にて公表するが、主な参加資格要件は下
記のとおり想定している。

【設計・工事監理企業と建設企業に共通な主な要件】

◆浜田市建設工事等競争入札参加資格者指定停止要綱に基づく指名停止を受
けていないこと。

◆浜田市・消費税及び地方消費税を滞納していないこと。
◆地方自治体法施工例第167条の4の規定に該当しないこと。

【設計・工事監理企業の主な要件】

◆市内業者及び県内業者で、令和4～6年度浜田市建設工事等競争入札参加者
有資格者名簿の「土木関係建設コンサルタントー下水道部門」に登録され
ていること。

◆過去15年間において、国、地方公共団体等が発注した下水道終末処理場
（OD法、POD法以外）に係る実施設計業務の実績を有していること。



３．市が求める参加要件(案)
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■参加者の要件（案）

【建設企業の主な要件（いずれかの企業が満たせばよい）】

◆市内業者で、令和4～6年度浜田市建設工事等競争入札参加者有資格者名
簿の「土木一式工事」又は「建築一式工事」に登録されていること。

◆過去15年間において、国、地方公共団体等が発注した下水道法上の処理
場に係る機械設備工事の実績を有していること。

※前述の参加形態(案)及び要件(案)は、現時点における想定であり、今後詳細を検討する予定である

※建設企業の格付け・経営事項評価点数等は、今後検討する予定である


